
第173回国会における鳩山内閣総理大臣所信表明演説（抄） 

（平成21年 10月 26日） 

－ 地域主権推進関係部分 － 
 

四 人間のための経済へ 

（「地域主権」改革の断行） 

  「人間のための経済」を実現するために、私は、地域のことは地域に住む住民が決める、

活気に満ちた地域社会をつくるための「地域主権」改革を断行します。  

いかなる政策にどれだけの予算を投入し、どのような地域を目指すのか、これは、本来、

地域の住民自身が考え、決めるべきことです。中央集権の金太郎飴のような国家をつくるの

ではなく、国の縛りを極力少なくすることによって、地域で頑張っておられる住民が主役と

なりうる、そんな新しい国づくりに向けて全力で取り組んでまいります。そのための第一歩

として、地方の自主財源の充実、強化に努めます。  

国と地方の関係も変えなければなりません。国が地方に優越する上下関係から、対等の立

場で対話していける新たなパートナーシップ関係への根本的な転換です。それと同時に、国

と地方が対等に協議する場の法制化を実現しなければなりません。こうした改革の土台には、

地域に住む住民の皆さんに、自らの暮らす町や村の未来に対する責任を持っていだたくとい

う、住民主体の新しい発想があります。  

 

同時に、活気に満ちた地域社会をつくるため、国が担うべき役割は率先して果たします。

戸別所得補償制度の創設を含めて農林漁業を立て直し、活力ある農山漁村を再生するととも

に、生活の利便性を確保し、地域社会を活性化するため、郵便局ネットワークを地域の拠点

として位置付けるなど、郵政事業の抜本的な見直しに向けて取り組んでまいります。 

 

（参考） 

 

一 はじめに 

（戦後行政の大掃除） 

（略）まず行うべきことは「戦後行政の大掃除」です。特に二つの面で、大きな変革を断行しなけ

ればなりません。 

  ひとつめは「組織や事業の大掃除」です。  

私が主宰する行政刷新会議は、政府のすべての予算や事務・事業、さらには規制のあり方を見直し

ていきます。 

（略） 

今後も継続して、さらに徹底的に税金の無駄遣いを洗い出し、私たちから見て意味のわからない事

業については、国民の皆さまに率直にその旨をお伝えすることによって、行政の奥深くまで入り込ん

だしがらみや既得権益を一掃してまいります。また、右肩上がりの成長期に作られた中央集権・護送

船団方式の法制度を見直し、地域主権型の法制度へと抜本的に変えてまいります。加えて、国家公務

員の天下りや渡りのあっせんについてもこれを全面的に禁止し、労働基本権のあり方を含めて、国家

公務員制度の抜本的な改革を進めてまいります。  

情報面におきましても、行政情報の公開・提供を積極的に進め、国民と情報を共有するとともに、

国民からの政策提案を募り、国民の参加によるオープンな政策決定を推進します。（略） 


